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第４波の到来を受けた今後の新型コロナウイルス感染症対策 

についての緊急提言 

 

１．第４波の到来に対応した感染拡大の防止及び保健・医療体制の充実・強化につい

て 

○ まん延防止等重点措置の適用に当たっては、ステージ判断指標との関係など基準

を速やかに明らかにするとともに、早期に感染を抑え込むためにも、都道府県知事

の判断で迅速かつ柔軟に発動可能な運用とするなど、機動的に対処すること。 

○ 飲食の場における感染対策の強化のため、マスク飲食の実践をはじめ業種別ガイ

ドラインに準拠して、感染症対策を講ずる飲食店を自治体が認証する取組や、当該

認証の取得に向け飲食店が行う適切なアクリル板の設置、換気設備、二酸化炭素モ

ニターの設置に要する費用等に係る自治体の助成について、国としても積極的に推

奨するとともに業界団体へ働きかけることとし、これらについて、地方創生臨時交

付金の感染症対応分の増額をはじめとした特別枠による強力な支援を講ずるなど、

特別の財政措置を行うこと。 

○ 新型コロナウイルス検体の全数調査を最終目標として、N501Y 以外の変異株も対

象とした遺伝子解析を地域でスクリーニングできる体制づくりを進め、解析を国全

額負担で実施することができるよう、速やかに体制強化を図ること。また、早急に

国内の新型コロナウイルスの感染力の変化や特性、世界各国で確認されている変異

株との関係についての分析など科学的・専門的情報を迅速に提供するとともに、最

新の知見を踏まえた対処方法を示すこと。加えて、民間検査機関での実施分も含め

変異株サーベイランスに要する経費は、国において全額財政措置をすること。また、

世界各国での変異株の確認等を踏まえ、現行の水際対策については当面継続し、緩

和の時期は慎重に判断すること。 

 

２．緊急事態宣言により影響を受けた全国の事業者への支援及び雇用対策について 

○ 緊急事態宣言の副次的効果により緊急事態宣言対象地域外の地域や営業時間短

縮要請の対象となった飲食業以外の業種においても厳しい影響が生じており、国に

おいては、緊急事態宣言解除後においても、広く影響を受けた飲食業以外の業種な

どへの実効性ある経済雇用対策を公平に講ずるよう、強く求める。 

特に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金において、緊急事態宣

言の対象にならなかった地域も含めて広く影響を受けた飲食店や関連事業者を支

援するための新たな特別枠を創設することも含め、感染拡大の影響を受け厳しい経

営環境にある事業者に対して地方が独自にその実情に応じて支援できるようにす

ること。また、一時支援金について、緊急事態宣言対象区域の飲食店との取引関係

等の要件を撤廃するなど、支援対象地域も含めた支給対象の拡大や支給額の上限引
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上げ、売上げ要件の緩和等を図るほか、持続化給付金や家賃支援給付金の再度の支

給や要件緩和・企業規模に応じた支給額の引上げを行うこと。 

 

３．ワクチン接種体制の円滑な実施について 

○ ワクチン供給が予定どおり確実に行われることはもとより、現場での準備が円滑

に進むよう、国として、いつまでに国民の何割の接種を目指すのかというグランド

デザインを早期に明らかにした上で、ワクチン接種の間隔等について適切な検討を

加え、ワクチンの種類や量、供給時期、副反応の事例・分析結果等の情報を含め、

現場で住民の理解を得てワクチン接種を円滑に進めるため、より具体的に供給スケ

ジュールや配分量等について可及的速やかに示すこと。 
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